
熱海市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。
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熱海市長 齊 藤 栄

熱海市条例第７号

熱海市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例

熱海市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成７年条例第１号）の一部を次のように改

正する。

第２条第２項中「、前項の規定にかかわらず、休憩時間を除き、４週間を超えない期間につ

き」を削る。

第３条第１項ただし書中「これらの日に加えて、」を「日曜日及び土曜日に加えて」に改める。

第６条第２項中「勤務」を「職務」に改める。

第８条に次の１項を加える。

３ 前項に規定するもののほか、同項に規定する正規の勤務時間以外の時間における勤務に関

し必要な事項は、規則で定める。

第８条の３第１項中「といい、」を「という。）のうち」に、「除く。）」を「除いた日」に

改める。

第１１条中「介護時間」の次に「、不妊治療休暇」を加える。

第１２条第１項中「一の年ごと」を「年度（４月１日から翌年３月３１日までの間をいう。

以下この項及び次項において同じ。）ごと」に、「一の年に」を「１年度に」に改め、同項第２

号中「当該年」を「当該年度」に、「その年」を「その年度」に改め、同項第３号中「当該年」

を「当該年度」に、「前年」を「前年度」に改め、「土地開発公社」の次に「、沖縄振興開発金

融公庫」を加え、同条第２項中「当該年の翌年」を「当該年度の翌年度」に改める。

第１４条中「理由」を「事由」に改める。

第１５条の２第３項を次のように改める。

３ 前条第３項の規定は、介護時間について準用する。

第１５条の２の次に次の１条を加える。

（不妊治療休暇）

第１５条の３ 不妊治療休暇は、職員が不妊の治療を受けるため、勤務しないことが相当であ

る場合として規則で定める場合における休暇とする。

２ 不妊治療休暇の期間は、継続する治療ごとに、通算して６月を超えない範囲内で医師が指



定する期間内において必要と認められる期間とする。

３ 第１５条第３項の規定は、不妊治療休暇について準用する。

第１６条第３項ただし書中「１年」を「１年度」に改める。

第１７条の見出し及び同条中「及び介護時間」を「、介護時間及び不妊治療休暇」に改める。

第１９条の見出し中「規則への」を削る。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成３１年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）において、施行日の前日から引き続き在

職する職員の平成３１年度分の年次有給休暇の日数は、改正後の熱海市職員の勤務時間、休

暇等に関する条例（以下「改正後の条例」という。）第１２条第１項及び第２項の規定にか

かわらず、この条例の施行の際現に改正前の熱海市職員の勤務時間、休暇等に関する条例第

１２条第１項及び第２項の規定により平成３１年分として付与されていた年次有給休暇の日

数（施行日の前日までに使用した日数がある場合には、当該日数を控除した日数）に５日を

加えた日数（熱海市職員の勤務時間、休暇等に関する条例第２条に規定する育児短時間勤務

職員等、再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員にあっては、その者の勤務時間等

を考慮し５日を超えない範囲内で任命権者が別に定める日数）とする。

３ 平成３１年度に改正後の条例第１２条第１項第３号に掲げる職員となった者に対する同項

の規定の適用については、同項第３号中「２０日」とあるのは、「２５日」とする。

（熱海市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正）

４ 熱海市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和３６年熱海市条例第２７号）の

一部を次のように改正する。

第１６条第２項中「３歳に満たない」を「小学校就学の始期に達するまでの」に改め、「一

部」の次に「（２時間を超えない範囲内の時間に限る。）」を、「いう。）」の次に「、介護

休暇（当該職員が要介護者（配偶者、父母、子、配偶者の父母その他市長が指定する者で負

傷、疾病又は老齢により市長が指定する期間にわたり日常生活を営むのに支障があるものを

いう。以下同じ。）の介護をするため、勤務しないことが相当であると認められる場合にお

ける休暇をいう。）、介護時間（当該職員が要介護者の介護をするため、１日の勤務時間の

一部につき勤務しないことが相当であると認められた場合における休暇をいう。）、不妊治



療休暇（職員が不妊の治療を受けるため、勤務しないことが相当であると認められた場合に

おける休暇をいう。）又は修学部分休業（地方公務員法第２６条の２第１項に規定する修学

部分休業に相当するものをいう。）」を加え、「場合は」を「場合には、前項の規定にかかわ

らず、その勤務しない１時間につき」に改め、「減額して」の次に「給与を」を加え、同条第

３項を削る。

第２０条を第２３条とし、第１９条を第２２条とし、第１８条を第２１条とし、第１７条

を第１８条とし、同条の次に次の２条を加える。

（自己啓発等休業の承認を受けた職員の給与）

第１９条 地方公務員法第２６条の５第１項の承認を受けた職員には、同項の自己啓発等休

業をしている期間については、給与を支給しない。

（配偶者同行休業の承認を受けた職員の給与）

第２０条 地方公務員法第２６条の６第１項の承認を受けた職員には、同項の配偶者同行休

業をしている期間については、給与を支給しない。

第１６条の２を第１７条とする。


